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こ
ん
な
議
案
を
審
議
し
ま
し
た

そ
こ
が
聞
き
た
い
一
般
質
問

委
員
会
の
う
ご
き

そ
の
他

国民健康保険税は、国民健康保険を
運営する大切な財源です。

「医療給付費分」「後期高齢者支援金
分」「介護納付金分」の３本立てと
なっています。

町
長
か
ら
提
案
さ
れ
た
条
例
の
新
規
制
定
・
一
部
改
正
、
補
正
予
算
、
教
育
委
員
の
選
任
を
初
め
と
し
た
人
事
案
件
、
指
定
管
理
者
の
指
定
な
ど
22
議
案
を

慎
重
に
審
議
し
、
全
て
原
案
の
と
お
り
可
決
し
ま
し
た
。

一
般
質
問
は
11
議
員
が
行
い
、
さ
ま
ざ
ま
な
角
度
か
ら
町
の
姿
勢
を
た
だ
し
ま
し
た
。

ま
た
、
請
願
・
陳
情
を
関
係
す
る
常
任
委
員
会
に
付
託
し
て
審
査
し
ま
し
た
。

第４回第４回第４回
定例会定例会定例会

12/3 〜 12/1112/3 〜 12/1112/3 〜 12/11

　
玉
村
町
の
国
民
健
康
保
険
特
別

会
計
は
、
平
成
20
年
度
か
ら
単
年

度
収
支
で
赤
字
が
続
い
て
い
ま
す
。

　
国
民
健
康
保
険
特
別
会
計
の
財

政
調
整
基
金
（
貯
金
）
は
平
成
22

年
度
で
底
を
つ
き
、繰
越
金
も
年
々

減
少
し
て
い
る
た
め
、
大
変
厳
し

い
状
況
で
す
。

　
こ
の
た
め
、
平
成
14
年
度
か
ら

据
え
置
い
て
い
た
国
民
健
康
保
険

税
を
見
直
し
、
平
成
27
年
度
か
ら

税
額
を
改
正
す
る
も
の
で
す
。

改正前

区 分 医療給付費分
（0～74歳）

後期高齢者支援金分
（0～74歳）

介護納付金分
（40～64歳）

所 得 割 5.90% 1.80% 0.78%
資 産 割 24.00% 6.00% 0.00%
均 等 割 2万円 6000円 6000円
平 等 割 2万5000円 5000円 4000円
課 税 限 度 額 51万円 16万円 14万円

改正後

区 分 医療給付費分
（0～74歳）

後期高齢者支援金分
（0～74歳）

介護納付金分
（40～64歳）

所 得 割 6.20%
（8.90％）

3.00%
（3.5％）

2.70%
（2.20％）

資 産 割 15.00%
（45.00％）

0.00%
（10.00％）

0.00%
（15.00％）

均 等 割 2 万 2600 円
（3万2000円）

9000 円
（1万500円）

9000 円
（1万2960円）

平 等 割 2 万 2400 円
（3万8000円）

8000 円
（1万1000円）

8000 円
（１万円）

課 税 限 度 額 51 万円 16 万円 14 万円
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Ｈ
25
年
度

0

20 億円

25 億円

30 億円

35 億円

Ｈ
24
年
度

Ｈ
20
年
度

Ｈ
21
年
度

Ｈ
22
年
度

Ｈ
23
年
度

医療給付費分

Ｈ
25
年
度

0

2 億円

4 億円

6 億円

5 億円

3 億円

Ｈ
24
年
度

Ｈ
20
年
度

Ｈ
21
年
度

Ｈ
22
年
度

Ｈ
23
年
度

介護納付金分

後期高齢者支援金分

上昇の一途

へぇ、
そうなんだ

主に資産割を引き下げ、
所得割などが引き上げ
られます。

原案可決
（賛成全員）えっ？
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なぜ、このような案にしたのか。

他市町村は少しずつ値上げを行っ
ているが、14年間も据え置いてい

た国保税をなぜ今改定するのか。

さまざまな案を比較し検討した結果、この
案がよいと判断した。

　現行と他市町村の動向、応能・応益をシミュ
レーションした結果である。
　応能・応益のバランスは、50％に近づいている。

改定しなければ１億 3000 万円の赤字と
なり、基金も０、繰越金も０となる。健

全財政を確保するためにも改定した。

資産割を半減とした経緯は。

そのような判断をした理由は。

他市町村の資産割の状況と、県へ
広域化することとの関連は？

資産割は二重課税であるとの指摘を考慮
した。国保税全体で 30％だったのを半

分の 15％にし、後期高齢者支援金分を０に
した。

全て０にすると激変になる。
その分を所得割等に転嫁することになる

ため、半減とした。

他市町村でも、資産割を減少する方向と
なっている。

　また、平成 29 年度を目途に県へ広域化と
なる。広域化と他市町村の動きを踏まえて資
産割を減額した。

改正前
応能割 応益割

医 療 給 付 費 分 54.1% 45.9%
後 期 高 齢 者 支 援 金 分  57.5% 42.5%
介 護 納 付 金 分  39.3% 60.7%

改正後
応能割 応益割

医 療 給 付 費 分 52.7% 47.3%
後 期 高 齢 者 支 援 金 分  54.3% 45.7%
介 護 納 付 金 分  54.8% 45.2%

「応能割」「応益割」とは
国民健康保険税は、加入者の収入や資産に応じて
計算される「応能割」と、収入や資産に関係なく、
一律に計算する「応益割」を組み合わせて定めら
れています。

「応益割」をふやせば、低所得の人
の負担は大変になりますが、厚生労
働省は「応益割」の割合を、保険料
の５割まで引き上げるよう、市区町
村に指示しています。

主な質疑

国保会計の赤字転落を防ぐため


